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１． 経 営 方 針

（１）経営の基本方針

当社の経営方針は、１９６０～７０年代の住宅産業、８０年代の自動車産業、９０年代のエレクトロニクス

産業のように「それぞれの時代のリーディングインダストリーに対して、ガラス・化学の技術をベースとした

ベストな素材ソリューション（顧客の課題解決に役立つ素材）をグローバルに提供すること」です。

当社は、ガラス・化学等のコア事業において収益性及び成長性ともにグローバルで世界ナンバーワンの企業

　グループになることを目標とし、企業価値を重視した経営を目指しています。

（２）利益配分に関する基本方針

当社は、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の最重要課題と位置づけています。利益配分につ

きましては、安定配当を基本としつつ、財務体質の強化を図りながら企業価値の極大化に向けた研究開発や製

造設備、Ｍ＆Ａ等に投資してまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略と目標　　　

当社は、収益力向上に向けた事業構造改革施策「Shrink to Grow」を１９９８年度の期後半より全社をあげ
て推進しています。

「Shrink to Grow」は、①競争力のない事業の見直しやコア事業の抜本的なコスト削減等を行う「Shrink」
施策、②コア事業の競争力拡大・Ｍ＆Ａ等によるグローバル展開や高収益が期待できる新規事業の立ち上げに

より成長・拡大を果たす「Grow」施策、③簡素な組織・意思決定プロセスへの変更や従業員の活性化を図る
「マネジメントシステム変革」施策を総称したものです。

これらの施策に沿って、国内の板ガラスの製造設備の一部廃棄等のShrink施策、欧米のフッ素樹脂事業の買
収によるGrow施策等をすでに実施しています。
「Shrink to Grow」の具体的な数値目標としては、連結ＲＯＥで２００１年度（２００２年３月期）に６％
　を、２００３年度（２００４年３月期）に１０％を目指しています。

（４）経営管理組織の整備等に関する施策

経営管理組織は事業推進の有効性や効率性だけでなく、経営の透明性・客観性を確保した上で、コーポレー

　トとビジネスユニットの役割と権限・責任の明確化を目指した整備を進めています。

さらに、スピーディな経営を行うために組織のフラット化と権限委譲を進めるとともに、グループ経営・グ

ローバル経営の観点を重視してビジネスユニットを再編し、資本コストを重視した指標により各ビジネスユニ

ットの業績を評価しています。

（５）会社の対処すべき課題

当社が今後対処すべき課題は収益性を重視した事業構造への転換であり、「Shrink to Grow」施策の確実な
実行そのものであると認識しています。

「Shrink to Grow」施策を、１９９９年度から２００１年度までの３ヶ年の実行計画としてより具体化した
中期経営計画「S to G ２００１」では、建築用板ガラスや基礎化学品事業などの基礎素材事業である「コモデ
ィティ・ビジネス」と、事業規模は大きくなくとも付加価値が高く高収益が見込める「スペシャリティ・マテ

リアルズ・ビジネス」に大別して、「Shrink to Grow」の戦略に沿った計画を立てています。
「国内コモディティ・ビジネス」に属する建築用板ガラスや基礎化学品事業などの基礎素材事業に関しては、

市場の低成長状況の中で、不採算事業からの撤退、徹底したコストダウンを進めています。

「海外コモディティ・ビジネス」に関しては、同じ基礎素材事業であっても今後の成長が期待できる市場も

多く、マジョリティ化を含むＭ＆Ａ等によりさらなる積極的な拡大を行い、国内外拠点での最適生産を目指し

たグローバルプロダクトミックスを展開します。

「スペシャリティ・マテリアルズ・ビジネス」に関しては、今後のリーディングインダストリーである「情

報エレクトロニクス」「ライフサイエンス」「エネルギー・環境」の各分野での積極的な事業展開を図ります。
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２． 経 営 成 績

 

（１）当期の概況

当期におけるわが国経済は、個人消費や住宅投資に明るさがみられたものの、民間設備投資が引続き低迷を

続けるなど、景気は足踏み状態のまま推移しました。

このような状況の下で当社は、懸命な事業活動を展開しましたが、主力製品の需要減退や市況低迷により売

上高は若干の減少を余儀なくされ、経常利益、中間利益についても、有価証券売却益の減少や為替差損の発生

等により前年同期を下回る結果となりました。

当上半期の業績は、

   売 上 高      ３,４５８億５,５００万円余 （前年同期比　４.９％減）

   経常利益           ５０億２,０００万円余 （前年同期比５１.８％減）

   中間利益           ３５億２,５００万円余 （前年同期比３０.１％減）

でありました。一方、営業利益については、生産拠点・設備の集約、人員の削減による固定費削減を図るなど、

経営各般にわたる徹底した効率化･合理化施策を強力に推進した結果、回復基調に転じました。

各事業部門ごとの状況は次のとおりです。

○ガラス・建材部門

板ガラス・建材関係については、住宅需要の回復に伴ない、断熱性に優れた複層ガラスが好調に推移する

とともに窯業系防火外壁材も売上げを伸ばしましたが、ビル建設は依然低迷したままであり、ビル向けのフ

ロート板ガラスの売上げが減少したので、全体の売上高は、前年同期を下回りました。

加工ガラス関係については、主要客先の自動車業界において、規格変更に伴ない軽自動車等の需要が好調

でしたが、全体でみると国内需要は伸び悩むとともに、輸出も減少したことにより、売上高は、前年同期を

下回りました。

ガラスバルブ関係については、客先であるブラウン管メーカーの国内生産縮小により、国内販売は減少し

たものの、輸出がプラントも含めて増加したので、売上高は、前年をわずかながら上回りました。なお、当

社のガラス強化技術を生かした平面ブラウン管用ガラスバルブの販売は順調に推移しました。

以上の結果、ガラス・建材部門全体の売上高は、前年同期比２.４％減の１,８３２億１,３００万円余（総

売上高に対し、５３.０％）となりました。

○化学部門

化学事業については、ウレタン系製品の売上げは増加したものの、需要業界が依然として低迷しており、

そのため苛性ソーダ・塩化ビニール等の主力製品が低調に推移したので、全体の売上高は、前年同期比

    １９.８％減の９６１億６,５００万円余（総売上高に対し、２７.８％）となりました。

○セラミックス部門

セラミックス事業については、需要の不振が続いているため電鋳煉瓦の売上げが減少するとともに、結合

煉瓦・不定形耐火物の市況低迷も著しく、売上高は、前年同期比１７.６％減の７６億 ４００万円余（総売上

高に対し、２.２％）となりました。

○電子部門

電子関連事業については、パソコン需要が大きく回復したことによりＴＦＴ液晶用ガラス基板が大幅に売

上げを伸ばすとともに、磁気ディスクも売上げ増に寄与したので、全体の売上高は、５２９億６,２００万円

余（総売上高に対し、１５.３％）と、前年同期比では３４.３％増となりました。

なお、当中間期の中間配当金は、１株当たり４円５０銭とします。
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（２）通期の見通し

今後については、景気は緩やかな回復過程をたどるものと期待されていますが、力強さに欠け、民間設備投資

は引続き低調に推移すると予想されています。また、政府の経済対策や個人消費の動向、為替相場の変動等、不透

明な要因も多く、当面予断を許さない状況が続くものと思われます。

このような環境の中で、通期（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）の業績は、

   売 上 高      　６,８００億円（前期比　　６％減）

   経常利益           １３０億円（前期比　　７％増）

   当期利益           １００億円（前期比　２３％増）

と予想しています。

部門別では、ガラス・建材部門、化学部門並びにセラミックス部門については、一部には好調なものもありま

すが、下期においても全体的には需要の回復は望めそうもなく、売上高は、前期（平成１０年４月１日～平成１１

年３月３１日）を下回る見込みです。一方、電子部門については、パソコン需要を中心としたＴＦＴ液晶用ガラス

基板が引続き好調を持続すると思われますので、売上高は前期を上回る見込みです。

収益面については、引続き経営各般にわたる徹底した効率化・合理化施策を進めるとともに、収益性を重視し

て、「Shrink to Grow」の施策をさらに加速する計画であり、経常利益、当期利益とも増加することを見込んで
います。

なお、当期の期末株主配当金は、当中間期と同じく１株につき４円５０銭とする予定です。

以　上
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コンピュータ西暦２０００年問題対応について

１． 対応状況等

（１）取組方針

今日、コンピュータシステムやマイコン内蔵の製造設備は企業活動を継続していく上で必要不可欠な

ものとなっており、当社ではコンピュータ西暦２０００年問題（以下「２０００年問題」と略す）を単

なる情報システムの問題ではなく、経営の最重要課題のひとつと認識し、１９９６年（平成８年）１２

月より順次体系的かつ計画的に対応を進めています。

（２）取組体制

当社では、１９９６年（平成８年）１２月以来情報システムセンター等が中心となり対応を進めてき

ましたが、２０００年問題対応により万全を期すため、１９９８年（平成１０年）１２月１日付で石津

進也社長が総責任者、雨宮肇常務・ＣＴＯが本問題担当役員となり「２０００年問題委員会」を設置し

ました。現在は、同委員会を軸に全部門（含む国内・海外関係会社）横断的な取り組みを行っており、

事務局は情報システムセンター、エンジニアリングセンター及びケミカルエンジニアリング部が務めて

います。

対応の進捗状況については定期的に担当役員へ報告しています。

（３） 対応の進捗状況

当社では、原則として日付を２０００年に設定した模擬テストの完了をもって「対応完了」と呼称し

ています。現時点で判明している対応状況は、以下の通りです。

①社内システム・機器

・事務系システム（販売・物流在庫・経理・購買等の基幹業務情報システム）

１９９９年（平成１１年）３月対応完了

・制御系システム・機器（製造設備等の制御システム及びマイコン内蔵制御機器）

１９９９年（平成１１年）９月対応完了

②主要な国内外関係会社等（含む加工委託会社）のシステム・機器

・１７３社：１９９９年（平成１１年）９月対応完了

③取引先との対応

当社とデータ交換のある取引先に対し、アンケート等による情報収集を行い先方の対応状況等の確

認を進めており、１９９９年（平成１１年）１０月末までに９８％の取引先で対応を完了しています。

残る一部の取引先については、各社との模擬テスト実施に向けてテストの方法･日程等を調整中であり、

１９９９年（平成１１年）１１月対応完了予定で実施します。さらに、原燃材料等の仕入先の対応状

況についても定期的に確認しています。

２． 対応のための支出金額等

　当社は２０００年問題に対応するための支出を約４億６千万円と見積もっており、このうち約４億４千

万円を当期までに支出しています。この支出は１９９６年（平成８年）以降、２０００年問題対応として

明確に認識できる部分のみの支出です。なお、システムのレベルアップ及び設備の更新等の中で２０００

年問題への対応を実施した支出は、明確に区分できないため含めていません。これらの支出が当社の事業

運営等に重大な影響を及ぼすことはないと考えています。
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３．危機管理計画の策定

当社では、様々な不測の事態が発生した場合に備えて、リスク軽減策、事業継続・復旧策及びその訓練

計画を含む危機管理計画（いわゆるコンティンジェンシープラン）の策定を１９９９年（平成１１年）６

月末に完了しています。それ以降も取引先の対応状況、あるいは社会情勢の変化に応じて、適宜見直し・

追加しています。この中では、社会インフラ障害、主要な取引先・仕入先の対応状況、主要原燃材料や製

品の在庫水準等を配慮した危機管理計画としています。また２０００年問題の集中発生が予想される期間

を挟んだ１９９９年（平成１１年）１２月２９日から２０００年（平成１２年）１月５日までを特別対応

期間として、「２０００年問題対策本部」を設置し、要員の確保を含む社内体制及び緊急連絡網を構築し、

必要な指示命令や情報収集をすることとしています。

国内外関係会社では、当社策定の危機管理計画に準じて策定することとし、１９９９年（平成１１年）

１１月完了を目処に進めています。

４．その他

２０００年問題に関しては、社会インフラ等を含む異常に起因する不測の事態もありえますので、全く

問題が生じないとは言えませんが、以上のように、当社は最善の努力を払っています。

以　上



中  間  貸  借  対  照  表

      　　　　　　　　　　　　　                                 (単位:百万円)

                       期　   別 １１年９月中間期末 １０年９月中間期末 １１年３月期末

科　   目      (11. 9. 30) (10. 9. 30) (11. 3. 31)

（ 資 産 の 部 ）  （１，０７０，７８３）  （１，００９，８８２）  （１，０３４，７８７）

流  動  資  産         ４０７，３４４       ４０９，１７２        ３８２，５４４

現金及び預金               ４，７９５          １６，９２０              ５，７６２

受取手形            １２，９８０          １９，９２１           １８，２５９

売掛金         １３０，１８８       １２１，５５５        １１５，２２２

有価証券         １４２，２８９       １３１，１７０        １４７，１９６

製品・仕掛品            ５９，４６８          ７０，１３５           ６６，１１０

原材料・貯蔵品               ８，８２１             ９，６７６              ９，２９６

繰延税金資産               ２，６９８                  －                  －

その他の流動資産            ４６，９５９          ４０，８７２           ２１，６０２

貸倒引当金      △           ８５７      △    １，０８１      △          ９０６

固  定  資  産         ６６３，４３９       ６００，７０９        ６５２，２４３

有形固定資産         ２８７，７１３       ３０４，１４８        ２９６，７６３

建物            ６０，８７９          ６２，０２３           ６２，８５８

構築物            １７，１２７          １７，１７７           １７，６７５

機械装置         １３４，２３７       １３９，０４１        １４２，２２０

車両運搬具                    ３２８                  ４１９                   ３８４

工具器具備品               ８，４３７             ９，００３              ８，７０６

土地            ３６，１６３          ３５，４１３           ３５，７５９

建設仮勘定            ３０，５３９          ４１，０６８           ２９，１５７

無形固定資産               ８，２７５             ８，０４３              ８，４６０

投資等         ３６７，４５０        ２８８，５１８        ３４７，０２０

投資有価証券         １３９，９１０           ９８，８９７        １２５，１１３

子会社株式及び出資金         １９８，１２１        １６４，５５４        １９６，９５３

長期貸付金            １１，８４５           １３，１５４           １２，３４４

長期前払費用                    ７６６              ４，０９０              ４，７８７

長期繰延税金資産               ８，９５９                  －                  －

その他の投資               ７，８９２              ７，８８６              ７，８８１

貸倒引当金      △              ４５          △         ６６      △             ６１

資  産  合  計   １，０７０，７８３  １，００９，８８２  １，０３４，７８７

百万円 百万円 百万円

1.減価償却累計額        ５７８，６２２        ５８５，１２１        ５８０，１１１

2.受取手形裏書譲渡高              ９，３６７              ７，３６５              ６，４８９

3.保証債務        ２０４，６８０           ７９，３０６        ２４８，３６３

（うち保証予約等）     （１３６，５８６）            （        －  ）     （１７１，２４４）

4.自己株式                         ３                         １                         ６

  （株式数）        （４，２９５株）       （２，２１４株）        （８，００７株）

  

７



中  間  貸  借  対  照  表

                    　　　　　                                          (単位:百万円)

    　　　　        期   　別 １１年９月中間期末 １０年９月中間期末 １１年３月期末

科　   目 (11. 9. 30) (10. 9. 30) (11. 3. 31)

（ 負 債 の 部 ）    （４８７，９５９）    （４３０，８６２）    （４５７，９５６）

流  動  負  債         ２２８，１２４         ２１８，９８０         １９６，２８１

支払手形                  －                     ３４１                  －

買掛金            ９７，６１２            ９８，０４９         １０１，０７３

コマーシャルペーパー            ７４，５００            ６９，０００            ４２，５００

未払金            １４，６３２            １７，７０２            ２１，３２８

未払法人税等               ５，３４０               ４，４００               ２，３３８

未払費用               ２，２２１               ２，２０３               ２，３８６

預り保証金            １５，２６３            １５，８９３            １５，４０３

預り金               ８，７６５               １，２０３               １，３２８

賞与引当金               ６，９８４               ８，０９０               ８，０６５

その他の流動負債               ２，８０３               ２，０９５               １，８５７

固  定  負  債         ２５９，８３４         ２１１，８８１         ２６１，６７４

社債         １９８，７０３         １４８，７０３         １９８，７０３

退職給与引当金            ４４，１４５            ４５，４２０            ４５，９００

特別修繕引当金               ９，９９７            １０，６４７            １０，０４１

その他の固定負債               ６，９８８               ７，１１０               ７，０２９

（ 資 本 の 部 ）      （５８２，８２４）      （５７９，０２０）      （５７６，８３０）

資  本  金            ９０，４７２            ９０，４７２            ９０，４７２

法定準備金         １０７，００６         １０７，００６         １０７，００６

資本準備金            ８４，３８８            ８４，３８８            ８４，３８８

利益準備金            ２２，６１８            ２２，６１８            ２２，６１８

剰  余  金         ３８５，３４６         ３８１，５４１         ３７９，３５２

（うち中間（当期）純利益）   　　 （  ３，５２５）          （  ５，０４３）          （  ８，１４２）

負債・資本合計   １，０７０，７８３   １，００９，８８２   １，０３４，７８７

（リース取引に関する注記）

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

                                                       工具器具備品等               工具器具備品等             工具器具備品等

                                                               百万円                        百万円                       百万円

１．取得価額相当額                           ９，３２０                   １１，１６９          １０，４１１

      減価償却累計額相当額    　         ５，６５０                      ６，０８３              ５，７２１

      期末残高相当額                      ３，６７０           ５，０８５                ４，６８９

２．未経過リース料期末残高相当額             ３，６７０               ５，０８５                ４，６８９

     うち１年以内のもの                     １，７３３           ２，２５３        　      ２，０７５

     うち１年超のもの                       １，９３６　             ２，８３１     　          ２，６１３
３．支払リース料（減価償却費相当額）         １，１４８               １，４５４                 ２，６７７

４．減価償却費相当額の算出方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。

８



中  間  損  益  計  算  書

                          　　　　　　　　　　            （単位:百万円）

         　　　　　  期    　別 １１年９月中間期 １０年９月中間期 １１年３月期

科     目 ( 11.4 ～ 9 ) ( 10.4 ～ 9 ) ( 10.4 ～ 11.3 )

営  業  損  益

売上高     ３４５，８５５      ３６３，７４８     ７２７，０７３

売上原価     ２９６，８２５      ３１６，２２１     ６３２，４８７

販売費及び一般管理費        ４６，０９２         ５０，３２８        ９７，７１０

営  業  利  益          ２，９３７     △    ２，８０１    △    ３，１２４

営  業  外  損  益

営  業  外  収  益          ７，７０３         １６，５７８        ２５，７６９

受取利息及び配当金          ６，５１６         １１，９５１        １７，４５１

雑収入          １，１８６            ４，６２７           ８，３１８

営  業  外  費  用          ５，６２１            ３，３６２        １０，５０１

支払利息及び割引料          １，８３５            １，８６９           ３，５７８

雑損失          ３，７８５            １，４９３           ６，９２２

経  常  利  益          ５，０２０         １０，４１４        １２，１４４

特  別  利  益        ２５，０９７           ２，２９３        ２２，７７３

固定資産売却益           ２，１６８           １，８３９           ３，３７１

投資有価証券売却益        ２２，９０４                 ３０２        １９，１０２

貸倒引当金戻入額                   ２４                 １５２                ２９９

   

特  別  損  失        ２５，０９２           ５，２６５        ２１，１７５

固定資産除却損           ９，１３７           ２，１９８           ９，０４６

有価証券評価減                －           ３，０６６           １，９３０

投資有価証券評価減                －                 －           ３，５８４

子会社株式評価減                －                 －           ２，０７５

構造改善費用        １３，７３０                 －          ４，５３９

過年度研究開発費           ２，２２４                 －       －

税引前中間（当期）純利益           ５，０２５           ７，４４３        １３，７４２

法人税及び住民税                －           ２，４００                －

法人税、住民税及び事業税           ５，３００                 － 　　　 ５，６００

法人税等調整額    △    ３，８００                 －                －

中間（当期）純利益           ３，５２５           ５，０４３           ８，１４２

前期繰越利益        １１，２０９         １３，１６９        １３，１６９

過年度税効果調整額

税効果会計適用に伴う

   固定資産圧縮積立金等取崩額

          ７，８５７

          ８，９６７

                －

                －

               －

               －

中間配当額                －                 －           ５，２８８

中間（当期）未処分利益        ３１，５５９         １８，２１２        １６，０２３

９



○ 中 間 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 事 項

１． 正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続きと異なる事項

(ｲ) 退職給与引当金繰入額は、年間負担見込額の２分の１相当額を中間会計期間において算入しております。
    なお、当中間期において早期優遇退職制度の拡充による中間期末以降の退職予定者に係る優遇退職金の見積り額
    １，９３１百万円を退職給与引当金に含めて計上しております。
   (ﾛ)減価償却費は、半年率を適用して算出した額を中間会計期間の負担額としております。

(ﾊ) 主要原燃材料の購入価格について、上半期と下半期の間に著しい変動が予想される場合には、年間平均単価を
   見積って製造原価を算出することにしております。当上半期には、該当する事項はありません。

２． 法人税、住民税及び事業税は、中間会計期間を１事業年度とみなして計算しております。

３．棚卸資産の評価は、移動平均法による低価法によっております。

４． 有価証券の評価は、上場有価証券については、移動平均法による低価法、その他は移動平均法による原価法に

       よっております。
５． 有形固定資産の減価償却は、主として定率法によっております。

６． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

      賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

○ 追 加 情 報

１． 事業税については、前中間期において「販売費及び一般管理費」として計上しておりましたが、当中間期にお

      いては「法人税、住民税及び事業税」として計上しております。この結果、前中間期までの方法によった場合

      に比べ営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ１，２００百万円多く表示されていますが、中間

      純利益に対する影響額はありません。

２．中間会計期間から税効果会計を適用しております。この結果、前中間期までの方法によった場合に比べ中間

       純利益は３，８００百万円多く表示されています。

１０



○ 売 上 高 の 内 訳

                                                                        

１１年９月中間期 (A)

（１１．４ ～ ９）

比 率

     

１０年９月中間期(B)

（１０．４ ～ ９）

１１年３月期

（１０．４～１１．３）

 (A) ／ (B)

       

ガラス・建材部門

　　　　　   百万円

　　１８３，２１３

　　　％

　５３．０

　　 　　　　百万円

　　１８７，７０５

　　　　   　百万円

　　３７７，２２５

　　　％

　 ９７．６

化  学  部  門 　　  ９６，１６５ 　２７．８ 　　１１９，９５４ 　　２３２，９４１ ８０．２

セラミックス部門 　　　  ７，６０４ 　　２．２ 　　　  ９，２３３ 　　　１７，６６６ 　 ８２．４

電  子  部  門 　　　５２，９６２ 　１５．３ 　　　３９，４３８ 　　　８６，１９８ 　１３４．３

そ   の   他 　　　  ５，９０９ 　　１．７ 　　　  ７，４１６ 　　　１３，０４１ 　　７９．７

合 計 　　３４５，８５５ １００．０ 　　３６３，７４８ 　　７２７，０７３     ９５．１

○ 輸 出（ 売 上 高 の 内 数 ）

１１年９月中間期

（１１．４ ～ ９）

１０年９月中間期

（１０．４ ～ ９）

１１年３月期

 （１０．４～１１．３）

 総 輸 出 高

            百万円

    ９０，８９７

            百万円

　   ８２，５９９

            百万円

　１６８，４８１

 輸 出 比 率 　　　　２６．３％ 　　　　２２．７％ 　　　　２３．２％
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有 価 証 券 の 時 価 等

                                                                   （単位：百万円）
（

         種 類

１１年９月中間期末

（１１．９．３０）

１０年９月中間期末

（１０．９．３０）
１１年３月期末

（１１．３．３１）

貸借対照表

価      額

時 価 評価損益 貸借対照表

価      額

時 価 評価損益 貸借対照表

価      額

時 価 評価損益

(1)流動資産に

   属するもの

　　　株　式

　　　債　券

　　　その他

142,281

     －

10

242,099

     －

10

99,817

     －

       0

 131,162

     －

10

 193,501

     －

   9

62,339

     －

  △    1

144,693

     －

      10

 238,874

     －

      9

 94,180

     －

△    0

小 計 142,292 242,110 99,818  131,172  193,510  62,338  144,703  238,884  94,180

(2)固定資産に

   属するもの

　　　株　式

　　　債　券

　　　その他

144,099

     －

     －

 304,818

     －

     －

 160,718

     －

     －

 112,190

     －

     －

 214,479

     －

     －

 102,288

     －

     －

 129,977

     －

     －

 278,012

     －

     －

 148,034

     －

     －

小 計 144,099 304,818  160,718  112,190  214,479  102,288  129,977  278,012  148,034

合 計 286,391 546,928  260,536  243,362  407,989  164,626  274,681  516,897  242,215

（注）１．時価等の算定方法

            上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格

            店頭売買有価証券 証券業協会が発表する最終売買値段

            証券投資信託の受益証券 基準価格

　　　２．開示の対象から除いた主な有価証券の貸借対照表計上額

                  　　１１年９月中間期末       １０年９月中間期末 　     １１年３月期末

            固定資産に属するもの

            　非上場株式                    186,517百万円         144,893百万円           185,312百万円

               　（店頭売買有価証券を除く）
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 契 約 額 等、時 価 及 び 評 価 損 益

通 貨 関 連           　　　　　　　　　　　　　                                                                    （単位：百万円）

１１年９月中間期末

（１１．９．３０）

１０年９月中間期末

（１０．９．３０）

１１年３月期末

（１１．３．３１）区

分

種     類 契 約 額 等

(うち１年超)

時 価 評  価

損  益

契 約 額 等

(うち１年超)

時 価 評 価

損 益

契 約 額 等

(うち１年超)

時 価 評 価

損 益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引

売   建

  米ドル

買   建

    米ドル

    その他

3,539

4,211

－

－

－

－

3,458

4,235

－

80

23

－

563

954

217

－

－

－

534

956

239

28

1

22

4,211

571

－

－

－

－

4,365

509

－

△ 154

△  62

－

     合      計 7,750 － 7,693  104 1,735 － 1,730  52 4,782 － 4,875 △  216

(注)時価の算定方法

　　１．期末の時価は、先物為替相場を使用しております。

　　２．外貨建金銭債権･債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している

　　　　外貨建金銭債権･債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象

　　　　から除いております。

    

商    品                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

１１年９月中間期末

（１１．９．３０）

１０年９月中間期末

（１０．９．３０）

１１年３月期末

（１１．３．３１）区

分

種     類 契 約 額 等

( うち１年 超 )

時 価 評 価

損 益

契 約 額 等

( うち１年 超 )

時 価 評 価

損 益

契 約 額 等

( うち１年 超 )

時 価 評 価

損 益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

スワップ取引

  燃   料 1,189 397 1,572 383 3,980 1,954 3,440 △539 2,643 896 1,865 △777

     合      計 1,189 397 1,572 383 3,980 1,954 3,440 △539 2,643 896 1,865 △777

(注)時価の算定方法

    １．取引先から提示された価格等に基づき算定しております。

１３



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１１年１１月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旭 硝 子 株 式 会 社

平成１２年３月期中間決算短信補足資料【単独】

１．当期の主要項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

項目
平成 12 年 3月期中間

（2000 年 3 月期中間）

平成 11 年 3月期中間

（1999年 3月期中間）

平成 11 年 3月期

（1999 年 3 月期）

ＲＯＥ（％） ０．６％ ０．９％ １．４％

設備投資 １４０ ２００ ４００

減価償却費 １９３ ２００ ３９５

研究開発費 １００ １６０ ３１０

有利子負債残高 ２,７３２ ２,１７７ ２,４１２

金融収支 ４７ １０１ １３９

Ｄ／Ｅ比率 ０．４７ ０．３８ ０．４２

為替レート（円／ドル） １１５．９円 １３９．０円 １２８．８円

期末従業員数（人） ７,５８５人 ８,３０９人 ８,１０５人

２．平成１２年３月期の業績予想等　　　（金額単位：億円）

項目
平成 12 年 3月期

（2000 年 3 月期）

売上高 ６,８００

営業利益 ８０

経常利益 １３０

当期純利益 １００

為替レート（円／ドル）

　　　　１１３．０円

上期：１１５．９円

下期：１１０．０円

設備投資 ３１０

減価償却費 ３９０

研究開発費 ２１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


